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会社の体制及び方針

当社は、会社法及び会社法施行規則に基づく業務の適正を確保するため、「内部統

制システムに関する基本方針」を以下のとおり整備し、会社の業務の適法性・効率

性の確保並びにリスクの管理に努めます。また、必要に応じて見直しを行い、実効

性のある体制の構築に努めます。

(1) 当社の取締役及び使用人の職務執行が法令及び定款に適合することを確保する

ための体制

① 当社のすべての取締役及び使用人は、企業理念及び社是に基づいた行動を行

い、法令・社会規範を遵守するとともに、「取締役会規程」その他関連規程を制

定し、実効性ある内部統制システムの構築に努めております。

② 当社は監査役制度を採用し、監査役は取締役会及びその他の重要な会議に出

席するほか、「監査役会規程」に基づき、内部統制システムの有効性と機能を監

査し、不正の発見・防止及びその是正を行っております。

③ 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合し、社会的信頼の維持

及び業務の公正性を確保するためのコンプライアンス体制の基礎として、当社

代表取締役社長を議長とする「コンプライアンス推進チーム」及び「クロス・

ファンクショナル・チーム」を設置し、コンプライアンス上の重要な問題を審

議するとともに、コンプライアンス体制の維持・向上を図り、当社の取締役及

び使用人への啓蒙・教育を行っております。

④ 内部監査部門として、業務執行ラインから独立した当社代表取締役社長直轄

の監査室を設置し、「内部監査規程」に基づき、当社各部門の業務執行及びコン

プライアンスの状況等について定期的に監査を実施し、その結果を当社代表取

締役社長へ報告を行っております。

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

① 法令及び「取締役会規程」の定めるところに従い、取締役の職務の執行に係

る取締役会の議事録を作成し、適切に保管・管理しております。

② 各部署の業務遂行に伴って「職務権限規程」に従って決裁される案件は、電

子システムあるいは書面によって決裁し、適切に保管・管理しております。

③ 総務部を主管部署として秘匿管理に配慮した厳格な保管・管理を行い、取締

役、監査役等から業務上の必要により閲覧の申請があった場合には、閲覧でき

る仕組みとしております。

④ 「文書管理規程」、「情報システム管理規程」等を定め、これに基づき情報を保

管・管理するものとし、管理水準の向上を図っております。
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(3) 当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

① 当社は、「組織規程」、「職務分掌規程」及び「職務権限規程」等を整備し、取

締役及び使用人の権限と責任を明確に定めるとともに、これに基づくリスク管

理体制を構築することにより、リスクの発生率低減を図るとともに、リスクを

早期に発見し、必要な対策を検討・実行することにより、万一発生したリスク

の会社に与える被害の最小化に努めております。

② 当社において、全社的・組織横断的なリスクのマネジメントについては、当

社代表取締役社長を本部長とした経営管理本部を管理責任部門として任命し、

関連部署は担当取締役とともにリスク管理体制を構築するとともに、その責任

のもと、リスク管理マニュアルを策定する等の具体的対策に努め、必要に応じ

て第三者の助言を求めて迅速な対応を行っております。

(4) 当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

① 当社は、取締役会を設置し、「取締役会規程」に基づき、会社の重要な業務執

行の決定及び個々の取締役の職務の執行の監督を行っております。また、取締

役による職務執行の監督機能を維持・向上するため、社外取締役を継続的に選

任し、公正かつ適正に業務を執行しております。

② 当社は、効率的で機動的な経営を行うための基礎として、原則として取締役

会を月１回開催するほか、取締役会の構成は小規模なものとし、業務執行につ

いては明確な形で執行役員及び使用人に権限を委譲しております。

③ 取締役会は、中期経営計画及び各年度の予算を定め、達成すべき目標を明確

化し、その目標達成のために毎事業年度ごとの重点課題及びその実施計画を立

案・実行し、その進捗状況の管理を行っております。

④ 取締役会の決定に基づく職務執行は、「組織規程」、「職務分掌規程」及び「職

務権限規程」に基づき、責任と権限を明確に定めるとともに、効率的に執行で

きる体制としております。

⑤ 取締役の監督機能と業務執行機能を分離するために執行役員制度を導入し、

「執行役員規程」に基づき、意思決定の迅速化と責任の明確化を推進しておりま

す。

⑥ 当社は、取締役及び執行役員等で構成する「情報ブリーフィング」を定期的

に開催し、業務執行上の重要課題について報告を行っております。

(5) 当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における

当該使用人に関する事項並びに当該使用人の取締役からの独立性及び当該使用

人に対する指示の実効性の確保に関する事項

① 当社は、監査役の職務を補助すべき使用人を配置する必要が生じた場合、又

は監査役から要請がある場合には、当社代表取締役社長と協議の上、監査役の

職務を補助する使用人を選任し、監査業務に必要な事項を命令することができ

ます。また、必要に応じて総務部に所属する者も職務の補助にあたるものとし

ております。
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② 選任期間中の当該使用人に対する指揮権は監査役に移譲され、その命令に関

して取締役の指揮命令は受けないものとしております。当該使用人の任免・異

動・人事評価については、監査役と事前に協議を行い、承認を得た上で決定す

るものとしております。

③ 当該使用人が他部署の使用人を兼務する場合は、監査役の職務の補助を優先

するものとしております。

(6) 当社の取締役及び使用人等が監査役に報告をするための体制その他の監査役へ

の報告に関する体制並びに報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利

な取扱いを受けないことを確保するための体制

① 当社の取締役及び使用人等は、「監査役会規程」に基づき、監査役から業務の

執行状況について報告を要請された場合、迅速に報告及び情報提供を行ってお

ります。

② 当社の取締役及び使用人等は、当社の経営に重大な影響を及ぼす又はそのお

それのある法令、定款違反などの事実を発見した場合、その他監査役に報告す

べきものと定めた事項が発生したときは、遅滞なく監査役に報告するものとし

ております。また、上記に係わらず、監査役はいつでも必要に応じて当社の取

締役及び使用人等に対して報告を求めることができます。

③ 当社監査役へ報告を行った当社の取締役及び使用人等に対し、不正な目的で

通報を行った場合を除き、報告したことを理由として不利な取扱いを行うこと

を一切禁止し、その旨を当社の取締役及び使用人等に周知徹底しております。

④ 当社の監査役は、取締役の意思決定に関し善管注意義務・忠実義務等の履行

状況を監視・検証するため、取締役会及びその他の重要な会議に出席するほか、

稟議書、契約書等の業務執行に係る重要な文書については監査役の判断に基づ

き随時閲覧できるものとし、必要があると認められるときは、当社の取締役及

び使用人等に説明を求めるとともに意見を述べております。

(7) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

① 監査役のうち半数以上を社外監査役とし、独立性を強化しております。監査

役は定期的に監査役会を開催し、監査役相互の情報・意見交換を通じて課題を

共有するとともに、必要に応じて随時協議を行っております。

② 監査役は、代表取締役社長、内部監査人及び会計監査人それぞれとの間で定

期的に意見交換会を開催するものとし、必要に応じて弁護士、公認会計士、コ

ンサルタントその他外部アドバイザーを任用しております。

(8) 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職

務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

監査役がその職務の執行について、当社に対し必要な費用の前払又は償還等

の請求をしたときは、当該監査役の職務の執行に必要でないと認められた場合

を除き、速やかに当該費用又は債務を処理しております。
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(9) 財務報告の信頼性及び適正性を確保するための体制

① 当社の財務報告の信頼性を確保するため、金融商品取引法その他の関係法令

等に基づき「財務報告に係る内部統制の基本方針」を制定し、有効かつ適切な

内部統制の整備及び運用する体制を構築しております。

② すべての取締役及び使用人は、「統制環境」「リスクの評価と対応」「統制活

動」「情報と伝達」「モニタリング（監視活動）」「ＩＴ（情報技術）への対応」

の６つの基本的要素を業務に取り込み、その体制について適正に機能すること

を継続的に評価し、必要な是正措置を行うこととしております。

(10) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

当事業年度における当社の業務の適正を確保するための体制の運用状況の概

要は、以下のとおりであります。

① 主な会議の開催状況として、取締役会は書面決議を除き９回開催しました。

その他、監査役会は９回、コンプライアンス体制の基礎となるクロス・ファン

クショナル・チーム会議は１回開催いたしました。また、警察との連携強化、

反社会的勢力に関する情報収集を図るため、企業防衛対策協議会の定例会議に

も参加しております。

② 監査役は、監査役会において定めた監査計画に基づく監査を行うとともに、

当社代表取締役社長及び他の取締役、監査室、会計監査人との間で意見を交換

し、各事業所を視察する等の情報交換を図っております。

③ 監査室は、「監査計画書」や「Ｊ－ＳＯＸ基本方針書」に基づき、当社の各部

門の業務執行及び業務の監査、内部統制監査を実施いたしました。

(11) 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

当社は、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力・団体とは、毅

然とした態度で臨み、取引関係その他の一切の関係を排除すること、それらの

行動を助長するような行為を行わないことを基本方針としております。また、

総務部を統括部門として、企業防衛対策協議会への加盟、弁護士、警察等の社

外の専門家や関係機関等と連携して積極的な情報の収集・管理を行いながら、

不当要求を受けた場合への解決を図る体制を整えております。
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株主資本等変動計算書

(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

(単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

資 本
準 備 金

利 益
準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金
利 益
剰 余 金
合 計固 定 資 産

圧縮積立金
別 途
積 立 金

繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 500,000 249,075 61,400 185,616 1,920,000 492,314 2,659,330

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △31,841 △31,841

当 期 純 利 益 131,195 131,195

自 己 株 式 の 処 分

固定資産圧縮積立金の取崩 △2,961 2,961 ―

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 △2,961 102,314 99,353

当 期 末 残 高 500,000 249,075 61,400 182,654 1,920,000 594,628 2,758,683

株 主 資 本 評価・換算差額等

純 資 産 合 計
自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

その他有価証券
評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 △254,486 3,153,919 42,659 42,659 3,196,578

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △31,841 △31,841

当 期 純 利 益 131,195 131,195

自 己 株 式 の 処 分 546 546 546

固定資産圧縮積立金の取崩 ― ―

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

△712 △712 △712

当 期 変 動 額 合 計 546 99,899 △712 △712 99,186

当 期 末 残 高 △253,940 3,253,818 41,946 41,946 3,295,765

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表

(重要な会計方針に係る事項に関する注記)
1. 資産の評価基準及び評価方法
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの
決算末日の市場価格に基づく時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法によ
り算定しております。）

市場価格のない株式等
移動平均法による原価法

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法
評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっておりま

す。
① 商品・製品・原材料
総平均法

② 未成工事支出金
個別法

2. 固定資産の減価償却の方法
(1) リース資産以外の有形固定資産

定率法によっております。
ただし、1998年４月１日以降取得した建物 (建物附属設備を除く)並びに2016

年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用
しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物及び構築物 ７年～50年 機械及び装置 ９年～13年

また、2007年３月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで
償却が終了した翌年から５年間で均等償却する方法によっております。

(2) リース資産以外の無形固定資産
定額法によっております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法によっております。
(3) リース資産

① 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっております。

② 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

(4) 長期前払費用
均等償却によっております。
なお、償却期間については、法人税法に規定する方法と同一の基準によって

おります。

― 6 ―



3. 引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるために、一般債権については貸倒実績率に
より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収
不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金
従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額基準により計上してお

ります。
(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、期末自己都合要支給額から中小企業退職金
共済制度による退職金の支給見込額を控除した額、及び当事業年度末における
株式給付規程に基づく期末勤務ポイントに基づき当事業年度末において発生し
ていると認められる額を計上しております。

(4) 役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給見積額を計

上しております。
(5) 工事損失引当金

受注工事に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末手持工事のうち損失
の発生が見込まれ、かつ、その金額を合理的に見積ることができる工事につい
て、損失見込額を計上しております。

(6) 事業構造改善引当金
事業構造改善に伴い発生する費用及び損失に備えるため、その発生見込額を

計上しております。

4. 収益及び費用の計上基準
約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービス

と交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。なお、
建築設備部の売上について、一定の期間にわたり充足される履行義務は、金額的
重要性が乏しい工事契約を除き、履行義務の充足に係る進捗率を見積り、当該進
捗率に基づき一定の期間にわたり収益を認識し、金額的重要性が乏しい工事契約
については、完全に履行義務を充足した時点で収益を認識しております。なお、
履行義務の充足に係る進捗率の見積りの方法は、発生原価に基づくインプット法
によっております。

また、商品のうち輸入機械の据付工事を含む契約については、据付完了時点で
売上を計上しております。

5. 会計方針の変更に関する注記
「時価の算定に関する会計基準の適用指針」の適用
「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号

2021年６月17日。以下「時価算定会計基準適用指針」という。）を当期首から適
用し、時価算定会計基準適用指針第27-２項に定める経過的な取扱いに従って、
時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用する
こととしております。これにより、計算書類に与える影響はありません。
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6. 重要な会計上の見積り
(1)繰延税金資産の回収可能性

① 当事業年度の計算書類に計上した金額
（単位：千円）

当事業年度

期首残高 期末残高

繰延税金資産 ― 30,314

（注）繰延税金資産は繰延税金負債と相殺前の金額を表示しております。

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
当社は、将来の利益計画に基づく課税所得の見積りにより、回収可能性があ

ると判断した将来減算一時差異について繰延税金資産を計上しております。繰
延税金資産の回収可能性は将来の課税所得の見積りに依存するため、経営環境
に著しい変化が生じるなどにより将来の課税所得の見積額が変動した場合には
繰延税金資産が減額され、翌事業年度の計算書類に重要な影響を及ぼす可能性
があります。

(2)工事契約における収益認識
① 当事業年度の計算書類に計上した金額
進捗度に応じた工事契約の売上高 1,036,456千円

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
当社は、工事契約の売上高の計上について、一定の期間にわたり充足される

履行義務は、金額的重要性が乏しい工事契約を除き、履行義務の充足に係る進
捗率を見積り、当該進捗率に基づき一定の期間にわたり収益を認識しておりま
す。履行義務の充足に係る進捗率の見積りの方法として発生原価に基づくイン
プット法、すなわち、工事原価総額に対する発生した工事原価の割合により計
算しております。
工事原価総額は、契約ごとの実行予算として見積ります。実行予算の策定に

あたっては、個々の工事における作業内容及び工数を見積りますが、これには
工事に対する専門的な知識と施工経験を有する工事現場責任者による一定の仮
定と判断を伴います。また、その後の工事期間において、顧客との合意による
作業内容の変更や想定外の事象の発生により、工期の延長や追加的な工数が生
じることがあります。この場合、工事契約の変更等に関する情報を収集し、追
加的に生じる作業内容及びそれに対応する工数の見積りを再度実施することに
より実行予算を適時・適切に見直すことが必要となります。これらの見積りに
は一定の不確実性が伴うため、翌事業年度の計算書類に重要な影響を及ぼす可
能性があります。

― 8 ―



7. 収益認識に関する注記
(1) 収益の分解

当社は、「コンクリート関連事業」を中心に「建築設備機器関連事業」、「不動
産関連事業」の事業活動を展開しております。「コンクリート関連事業」は、道
路関連製品・バイコン製品を中心に製造販売、「建築設備機器関連事業」は、空
調・給排水設備を中心とする建築設備機器の販売・施工・メンテナンス、「不動
産関連事業」は、賃貸用マンション・駐車場の賃貸管理を行っております。
また、各事業の売上高は2,130,464千円、1,228,651千円、108,233千円であり

ます。

(2) 収益を理解するための基礎となる情報
「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「4. 収益及び費用の計上基

準」に記載のとおりであります。

(3) 当期及び翌期以降の収益の金額を理解するための情報
① 契約資産の残高等
当事業年度における当社において顧客との契約から生じた債権、契約資産の

期首及び期末残高は下記のとおりであります。なお、貸借対照表上、顧客との
契約から生じた債権は「受取手形」、「電子記録債権」、「売掛金」、「完成工事未
収入金」、「その他」に含めております。

（単位：千円）

当事業年度

期首残高 期末残高

顧客との契約から生じた債権 1,047,965 1,179,596

契約資産 376,404 24,483

契約資産の増減は、主として収益認識(契約資産の増加)と、顧客との契約か
ら生じた債権への振替(同、減少)により生じたものであります。

② 残存履行義務に配分した取引価格
当社では、残存履行義務に配分した取引価格の注記にあたって実務上の便法

を適用し、当初に予想される契約期間が１年以内の契約について注記の対象に
含めておりません。未充足(又は部分的に未充足)の履行義務は、当事業年度末
において156,419千円であります。当履行義務は、建築設備機器関連事業におけ
る建築設備機器の販売・施工に関するものであり、期末日後２年以内に収益と
して認識されると見込んでおります。
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(追加情報)
（株式給付型ＥＳＯＰ制度について）

当社は、従業員の新しい福利厚生サービスとして当社の株式を給付し、当社の
株価や業績との連動性をより高め、経済的な効果を株主の皆様と共有することに
より、株価上昇及び業績向上への従業員の意欲や士気を高めることを目的として、
「株式給付型ＥＳＯＰ」（以下「本制度」という）を導入しております。

1. 取引の概要
本制度は、予め当社が定めた株式給付規定に基づき、一定の資格等級以上の当

社の従業員が退職した場合等に、退職者等に対し当社株式を給付する仕組みです。
当社は、従業員に当社の業績と従業員の人事考課結果に応じてポイントを付与

し、従業員の退職時等に累積したポイントに相当する当社株式を給付します。退
職者等に対し給付する株式については、予め信託設定した金銭により将来分も含
め取得し、信託財産として分別管理するものとします。当該信託設定に係る金銭
は全額当社が拠出するため、従業員の負担はありません。

本制度の導入により、従業員は当社株式の株価上昇による経済的利益を収受す
ることができるため、株価を意識した業績向上への勤労意欲を高める効果が期待
できます。また、本信託の信託財産である当社株式についての議決権行使には、
受益者候補である従業員の意思が反映されるため、従業員の経営参画意識を高め
る効果が期待できます。

2. 信託に残存する自社の株式
信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額(付随費用の金額を除く。)

により、純資産の部に自己株式として計上しております。
当該自己株式の帳簿価額及び株式数
前事業年度38百万円、247千株、当事業年度38百万円、244千株

（新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響に関する会計上の見積り）
新型コロナウイルス感染症の動向が引き続き懸念され、先行きは未だ不透明な

まま推移すると予想されますが、今後の見通しにつきましては、感染症法上の分
類が第５類に引き下げられること等の要因により、徐々に回復に向かうことが期
待されます。

当社では、現状の感染状況を踏まえ、状況は改善すると考慮し、2024年３月期
は大きな影響はないものと仮定し、固定資産の減損及び繰延税金資産の回収可能
性等の会計上の見積りを行っております。
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(貸借対照表に関する注記)
1. 担保に供している資産及び担保に係る債務
(1) 担保に供している資産

建 物 298,314千円

土 地 565,488 〃

計 863,803千円

(2) 担保に係る債務

１年内返済予定長期借入金 47,664千円

長 期 借 入 金 374,466 〃

計 422,130千円

2. 資産から直接控除した減価償却累計額

有形固定資産 3,553,044千円

3. 顧客との契約から生じた債権、契約資産の残高

顧客との契約から生じた債権（※１） 1,179,596千円

契約資産（※１） 24,483千円

（※１）顧客との契約から生じた債権及び契約資産は、貸借対照表のうち受取手形、
電子記録債権、売掛金、完成工事未収入金及びその他に含まれております。
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(損益計算書に関する注記)
1. 減損損失

当社は事業区分を基本とし、将来の使用が見込まれていない遊休資産及び賃貸
資産については個々の物件単位でグルーピングをしております。

遊休資産等については、当事業年度において売却の意思決定を行ったことに伴
い、売却予定の固定資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減
損損失（6,451千円）として特別損失に計上しております。

事業用資産については、当事業年度において事業所閉鎖の意思決定を行ったこ
とに伴い、今後の使用見込がなくなった事業用資産について、帳簿価額を回収可
能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（1,639千円）として特別損失に計上し
ております。

当事業年度における減損損失の内訳は以下のとおりであります。

用 途 場 所 種 類 金 額 ( 千 円 )

遊休資産等 兵庫県高砂市 土地 6,451

事業用資産 岡山県岡山市 建物附属設備他 1,639

計 8,091

（注）なお、土地については売却予定価額を回収可能価額として算定し、建物附属設備他については
備忘価額を回収可能価額として算定しております。

2. 事業構造改善引当金繰入額
事業構造改善の一環として、当社事業所の閉鎖に伴い見込まれる費用に備える

ため、合理的な見積額を計上しております。

3. 売上高のうち、顧客との契約から生じた収益の額 3,359,115千円
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(株主資本等変動計算書に関する注記)
1. 発行済株式の種類及び総数に関する事項

当事業年度期首
株 式 数(株)

当 事 業 年 度
増 加 株 式 数(株)

当 事 業 年 度
減 少 株 式 数(株)

当 事 業 年 度 末
株 式 数(株)

普 通 株 式 3,568,000 ― ― 3,568,000

2. 自己株式の種類及び総数に関する事項

当事業年度期首
株 式 数(株)

当 事 業 年 度
増 加 株 式 数(株)

当 事 業 年 度
減 少 株 式 数(株)

当 事 業 年 度 末
株 式 数(株)

普 通 株 式 631,403 ― 3,500 627,903

(注)1 当社は、2011年11月25日開催の取締役会において、「株式給付型ESOP信託」を導入することを
決議いたしました。この導入に伴い、2011年12月16日付で株式会社日本カストディ銀行(信託口)
が当社株式を250,000株取得しております。なお、2023年３月31日現在において信託口が所有す
る当社株式244,100株を自己株式に含めて記載しております。
2 （変動事由の概要）

減少数の内訳は、次のとおりであります。
信託が保有する当社株式交付に伴う減少 3,500株

3. 剰余金の配当に関する事項
(1) 当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項

決 議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基 準 日
効 力
発 生 日

2022年６月29日
定時株主総会

普通株式 31,841 10
2022年
３月31日

2022年
６月30日

(注) 配当金の総額には、株式会社日本カストディ銀行(信託口)に対する配当金2,476千円を含んで
おります。

(2) 当事業年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項

決 議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

（千円）
１株当たり

配当額（円）
基 準 日

効 力
発 生 日

2023年６月28日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 47,762 15
2023年

３月31日
2023年

６月29日

(注) 配当金の総額には、株式会社日本カストディ銀行(信託口)に対する配当金3,661千円を含んで
おります。

4. 従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する事項
(1) 当期首及び当期末の自己株式数に含まれる信託が保有する自社の株式数

当期首 247,600株 当期末 244,100株

(2) 配当金の総額に含まれる信託が保有する自社の株式に対する配当金額

2,476千円
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(金融商品に関する注記)
1. 金融商品の状況に関する事項
(1) 金融商品に対する取組方針

当社は、主にコンクリート製品の製造販売事業を行うための設備投資計画に
照らして、必要な資金のうち自己資金でまかなえない部分は金融機関、あるい
は資本市場より調達することとしております。一時的な余資は定期預金等、安
全性の高い金融資産で運用し、短期的な運転資金は銀行借入により調達する方
針であります。デリバティブ取引はリスク回避する手段に限定して利用するこ
ととし、投機的な取引は行わない方針であります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である受取手形、電子記録債権及び売掛金は、顧客の信用リスクに

晒されております。投資有価証券は、主に取引先企業との業務提携、あるいは
資本提携等を目的とする株式であり、市場価格の変動リスクに晒されておりま
す。

営業債務である支払手形及び買掛金は、ほとんど１年以内の支払期日であり
ます。また、その一部には、商品及び原材料等の輸入に伴う外貨建ての債務が
あり、為替の変動リスクに晒されております。外貨調達は実需の範囲内で必要
都度、機動的に行っております。借入金及びファイナンス・リース取引に係る
リース債務は、主に設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであり、償
還日は決算日後、最長で９年９ヶ月後であります。なお、決算期末日現在デリ
バティブ取引に該当する取引はありません。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理
当社は、営業債権について、取引権限を定めた社内規程に則り、各事業部門

及び管理部が主体となって主要な取引先の状況を定期的にモニタリングしてお
ります。取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化
等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。
② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
当社は、外貨建ての仕入債務について、月次で通貨別に為替の変動リスクは

把握しつつ実需の範囲で必要最小限を調達するポジションを維持し、為替相場
に対してはニュートラルな姿勢で対応することとしております。なお、当社は
決算期末日現在外貨建ての売掛債権はありません。投資有価証券については、
定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、取引先企業との
関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。
③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリス

ク）の管理
当社は、各部門からの報告に基づき経理財務室が適時に資金繰計画を作成・

更新するとともに、手元流動性を売上高の２か月分相当に維持すること、また、
金融機関からの資金調達手段の多様化などにより、流動性リスクを管理してお
ります。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合に

は合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変
動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該
価額が変動することもあります。

― 14 ―



2. 金融商品の時価等に関する事項
2023年３月31日（決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額

については、次のとおりであります。
（単位：千円）

科目
貸借対照表

計上額
時価 差額

(1) 投資有価証券

その他有価証券（※２） 88,047 88,047 ―

(2) 破産更生債権等 36,327

貸倒引当金（※３） △36,327

― ― ―

資産計 88,047 88,047 ―

(1) 長期未払金 3,000 2,983 △16

(2) 長期借入金（※４） 457,638 457,638 ―

負債計 460,638 460,621 △16

(※１)「現金及び預金」「受取手形」「電子記録債権」「売掛金」「完成工事未収入金」
「支払手形」「買掛金」「工事未払金」「未払金」「短期借入金」については、現金
であること、及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであ
ることから、記載を省略しております。

(※２）市場価格のない株式等は、「(1) 投資有価証券 その他有価証券」には含ま
れておりません。当該金融商品の貸借対照表計上額は以下のとおりでありま
す。

（単位：千円）

区分 2023年３月31日

非上場株式 0

（※３）破産更生債権等に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。
（※４）１年内返済予定の長期借入金を含めております。
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（注１）金銭債権及び満期がある有価証券の決算日後の償還予定額

（単位：千円）

１年以内
１年超

５年以内

５年超

10年以内
10年超

現金及び預金 871,529 ― ― ―

受取手形 316,622 ― ― ―

電子記録債権 195,599 ― ― ―

売掛金 404,365 ― ― ―

完成工事未収入金 287,192 ― ― ―

合計 2,075,309 ― ― ―

(※)破産更生債権等36,327千円については償還予定額が見込めないため記載しており
ません。

（注２）長期借入金の決算日後の返済予定額
（単位：千円）

区分 １年以内
１年超

２年以内

２年超

３年以内

３年超

４年以内

４年超

５年以内
５年超

長期借入金 60,828 60,828 56,844 47,664 47,664 183,810

3. 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に

応じて、以下の３つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市
場において形成される当該時価の算定の対象となる資産又
は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１
のインプット以外の時価の算定に係るインプットを用いて
算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定
した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、
それらのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先
順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
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①時価をもって貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債
（単位：千円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券 88,047 ― ― 88,047

資産計 88,047 ― ― 88,047

②時価をもって貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
（単位：千円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

破産更生債権等 ― ― ― ―

資産計 ― ― ― ―

長期未払金 ― 2,983 ― 2,983

長期借入金 ― 457,638 ― 457,638

負債計 ― 460,621 ― 460,621

(注) 時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
投資有価証券
時価の算定方法は取引所の価額によっているため、レベル１の時価に分類し

ております。

破産更生債権等
破産更生債権等の時価は、担保及び保証による回収見込額等と国債の利回り

等適切な指標に信用スプレッドを上乗せした利率を基に割引現在価値法により
算定しており、時価に対して観察できないインプットによる影響額が重要でな
いためレベル２の時価に分類しております。

長期未払金
長期未払金の時価は、一定の期間ごとに区分した債務ごとに、その将来キャ

ッシュ・フローを、返済期日までの期間及び信用リスクを加味した利率で割り
引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

長期借入金
長期借入金については、変動金利で調達しており市場金利を短期間で反映し、

また、当社の信用状態は実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価
額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額によっております。
これらの取引については、レベル２の時価に分類しております。
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(賃貸等不動産に関する注記)
1. 賃貸等不動産の状況に関する事項

当社は、大阪府、兵庫県、岡山県、東京都及び京都府において、賃貸用オフィ
スビル、賃貸用商業施設、賃貸用住宅、賃貸用店舗、賃貸用駐車場等を有してお
ります。

2. 賃貸等不動産の貸借対照表計上額及び当事業年度における主な変動並びに決算
日における時価及び当該時価の算定方法

（単位：千円）

貸借対照表計上額
決算日における

時価当事業年度期首

残高

当事業年度

増減額

当事業年度末

残高

遊休地 331,576 △5,634 325,942 462,652

オフィスビル 317,034 △35,269 281,765 228,666

商業施設 17,117 △848 16,268 43,208

住宅 823,364 △13,702 809,661 774,993

賃貸店舗 443,051 191,607 634,658 560,015

駐車場 20,796 △816 19,979 23,347

合計 1,952,940 135,334 2,088,275 2,092,884

(注) 1. 貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
2. 主な変動

増加 固定資産の取得 195,858千円

修繕工事 2,267千円

減少 減価償却費 23,756千円

用途変更 31,643千円

減損損失 6,451千円

3. 当事業年度の時価は、主に社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に準ずる評価
書等に基づく金額であります。

3. 賃貸等不動産に関する損益
当該賃貸等不動産に係る賃貸損益は、42,563千円であります。なお、賃貸損益

は売上高、主な賃貸費用は売上原価に計上しております。
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(税効果会計に関する注記)
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

役員退職慰労引当金 18,147千円

未払役員退職金 4,587千円

賞与引当金 18,959千円

棚卸資産評価損 4,062千円

退職給付引当金 46,504千円

貸倒引当金 11,108千円

固定資産減損損失 119,070千円

投資有価証券評価損 21,211千円

資産除去債務 25,404千円

その他 6,472千円

繰延税金資産小計 275,528千円

評価性引当額 △245,213千円

繰延税金資産合計 30,314千円

繰延税金負債

固定資産圧縮積立金 △80,460千円

その他有価証券評価差額金 △4,407千円

アスベスト除去費用 △1,693千円

繰延税金負債合計 △86,561千円

繰延税金負債の純額 △56,246千円

(リースにより使用する固定資産に関する注記)
特記すべき事項はありません。
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(関連当事者との取引に関する注記)
1. 役員及び個人主要株主等

種類 氏名

資本金又

は出資金

（千円）

関連当事者

との関係

議決権等

の所有

(被所有)

割合(％)

取引の内容
取引金額

（千円）
科目

期末残高

（千円）

役員 畑中 浩 ―
当社代表

取締役社長

被所有

直接1.82

不動産賃貸

借契約に関

する連帯被

保証

12,658 ― ―

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等
1. 当社は東京支社の賃貸借契約について、代表取締役社長畑中浩の連帯保証を受けておりま

す。
2. 取引金額は東京支社の年間賃借料を記載しており、消費税等は含みません。
3. 当社は当該連帯保証に対して、保証料の支払い及び担保の提供は行っておりません。

(１株当たり情報に関する注記)

１株当たり純資産額 1,120円97銭

１株当たり当期純利益 44円67銭
(注) 株主資本において自己株式として計上されている株式会社日本カストディ銀行(信託口)が

所有する当社株式は、１株当たり当期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除
する自己株式に含めており、また、１株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式総数から
控除する自己株式数に含めております。
期末の当該自己株式の数 244,100株 期中平均の当該自己株式の数 247,293株

(その他の注記)

記載金額は、表示の数値未満を切り捨てて表示しております。
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